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１

平成２９年２月１３日付けで、別添（写し）のとおり受け付けました行政文書の開示請求について
は、下記のとおり、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号。以下
「法」という｡）第１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用することとしたので通知します。

記

1．開示請求のあった行政文書の名称等
「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」２００６年に改訂されたことにともない、電力会

社が提案した津波についてのバックチェックを検討する目的で、JNESがクロスチェック作業のた
め作成した文書、それに関連する文書すべて。
具体的には原規技発第1701195号で開示された「IAEA外部溢水ワークシヨップにおける成果の

公表について」のP. ８ TStatus of Tsunami Evaluation Research in JNES」のアブストラクト９
行目「Outcomes of the research are used for cross-checking of now on-go-ing back-
checking analysis of NPPs in Japan to the Revised Seismic Reviewing Guide」と記述されて
いるcross-checkingに関わる文書（別紙をつけました）

2．法第１１条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用することとした理由
開示請求に係る上記１．の行政文書は、第三者から提出されたものを含む著しく大量の文書か

ら成り、当該第三者に対する意見照会を行い、その結果を踏まえて法定の不開示情報に該当する
ものがあるかどうかを精査するのに相当の時間を要し、開示請求のあった日から６０日以内にそ
のすべてについて開示決定等を行うことができないため。

3．開示決定等をする期限
（平成２９年４月１４日（金）までに可能な部分について開示決定等を行い、残りの部分につ

・いては、次に記載する時期までに開示決定等を行う予定です｡）

平成２９年７月１３日（木）
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行政文書開示請求書
平成２９年２月１０日

原子力規制委員会委員長殿

氏名又は名勅《：（法人その他の団体にあってはその名称及び代表者の氏名）

添田孝史
住所又は居所：（法人その他の団体にあっては主たる事務所の所在地）
〒

連絡先：（連絡先が上記の本人以外の場合は、連絡担当者の住所・氏箱・電話番号）

’

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）第４条第１項の規定
に基づき、下記のとおり行政文書の開示を請求します。

記
１．請求する行政文書の名称等

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」が2006年に改訂されたことにともない、電
力会社が提出した津波についてのバックチェックを検討する目的で、Ｊ肥sがクロスチェック
作業のため作成した文書、それに関連する文書すべて。
具体的には、原規技発第1701195号で開示された「IAEA外部溢水ワークシヨツプにおける成
果の公表について」のP.８ Tstatus of Tsunami Evaluation Research in JNES」のアブスト
ラクト９行目「Outcomes of the research are used for cross-checking of now on-go-ing
back-checking analysis of NPPs in Japan to the Revised Seismic Reviewing Guide」と
記述されているcross-checkingに関わる文書（別紙をつけました）
求める開示の実施の方法等（本棚の記載は任意です‘,）２．
ア又はイに○印を付してください。アを選択された場合は、その具体的な方法等を選択又は記載して
ください。
ア事務所における開示の実施を希望する。
＜ 実 施 の 方 法 ＞ ① 閲 覧 一 ② 写 し の 交 付 ⑨ （その他 ）
＜実施の希望日＞
写しの送付を希望する。イ

瓶

〃
※この欄は記入しない-榊惣釧知ツ

開示請求手数料
(１件３００円）
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By Dr. Katsumi Ebisawa*, Mr. Yuichi Uchiyama*, Mr・Hideaki Tsutsumi*.
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JSCE, 2002.   RequiIもment for tsunami safety evaluation was clearly stated in the
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In this paper, outline of JNES reseaich and development activities to improve

dissemination of tsunami wave pt℃pagation analysis technology and disaster mitigation

described・Details of this contribution will be described in other presentations.

Tsunami evaluation, Reseai℃h. Nuclear power. Siting evaluation, Wave propagation




